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記事 1.「平成 26 年度の地下鉄関係予算の概算要求に関する説明会」の開催   

      2. 全国地下鉄輸送人員速報 (情報提供) 

 

 

1.「平成 26 年度の地下鉄関係予算の概算要求に関する説明会」を開催しました。 

 本日 10 月 25 日(金)13 時 30 分から、日本地下鉄協会５階会議室において「平成 26

年度の地下鉄関係予算の概算要求に関する説明会」を、国土交通省鉄道局及び総務

省自治財政局の幹部と各地下鉄事業者等 13 社(局)20 名の参加を得て開催致しました

た。 

この説明会では、国における平成 26 年度予算概算要求に関し、国土交通省鉄道局 

及び総務省自治財政局から地下鉄事業に係る概算要求の内容や財政当局との折衝状 

況等について説明を聞き、去る７月に当協会が出した重点要望の概算要求への反映状 

況や事業者が抱える諸課題について、国と地下鉄事業者が膝を交えて意見交換及び情 

報交換を行うことを目的として行われたものです。 

最初に、国土交通省鉄道局都市鉄道政策課長の 

堀内丈太郎氏から挨拶があり、次いで、中澤修課長 

補佐から、概算要求の概況と概算要求の「老朽化対 

策」等個別事業者毎の対応状況について、また、大 

島直課長補佐から「エコレールラインプロジェクト事 

業」の動向と予算措置状況を、それぞれ説明があり、 

加えて７月の当協会からの「重点要望事項」の概算要   ① 国土交通省からの説明  

求への措置状況が説明されました。 

  これらの状況説明を踏まえて、各地下鉄事業者から老朽

化対策の補助制度の創設について、今後の見通し或いは 25

年度に創設された「エコレールラインプロジェクト事業」に係る

予算及び運用上の課題等について発言があり、これに答える

形で、個別具体的な質疑応答がなされました。          

中でも、各事業者から「老朽化対策」については、強い要望 

② 説明に聞き入る参加者 が出されました。 

 

 

 

 

 



 

 引き続き、総務省自治財政局公営企業経営室長の 

廣澤 英治氏から挨拶があり、当協会の「重点要望事  

項」への対応、来年度の地方債計画の見通し、さらには、    

地下鉄事業等の平成 24 年度決算概況等の説明があり、  

各地下鉄事業者が要望している「高金利債繰上償還」の 

復活や個々の事業者が抱える課題等について質疑が行 

われました。                                 ③総務省の説明 

今回の説明会では、終始熱心に全参加者が、各事業者が抱える諸問題等について 

発言し、国土交通省、総務省との間で、情報交換及び議論が行われました。 

 

 

2. 平成 25 年８月の全国地下鉄輸送人員速報がまとまりました。 

      次頁を参照 

     

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    （（（（注注注注））））    必要に応じ、社内へ転送、回覧などをお願いします。 

    配信先を変更又は追加した方がよい場合は、新しい配信先の職名、氏名及びメール

アドレスをお知らせ下さい。 

本短信について、ご意見をお寄せ下さい。 

連絡先： mukaida@jametro.or.jp 

 




